
しまね県産木材の利用促進に関する基本方針

第１ 趣旨

この基本方針は、脱炭素社会の実現に資する等のための建築物等における木材の利用の促

進に関する法律（平成２２年法律第３６号）第１１条第１項の規定に基づき、建築物等におけ

る木材の利用の促進の意義、建築物等における県産木材利用の目標、県産木材の利用を推進す

べき建築物等、県産木材の利用促進に向けた取り組み、その他県産木材の利用を推進する上で

必要な事項を定める。

第２ 建築物等における木材の利用の促進の意義

森林は大気中の二酸化炭素を吸収し、木材として利用した場合は長期間にわたって炭素を

貯蔵できることなどから、国産材の利用を拡大し、森林の適正な整備を促進することは、脱炭

素社会の実現に大きく貢献する。

このため、平成２２年に基本方針を定め、県や市町村が整備する公共建築物等において率

先した木材利用を進めてきたが、民間事業者で整備される建築物等も含めた建築物等全体にお

いて木材利用を一層推進することにより、森林の保全と木材の利用の両立を推進するとともに、

その効果に関する県民の理解を深める。

１ 木材利用そのものの効果

建築物等において木材の利用を進めることは、木材の需要を創出する直接的効果はもとよ

り、木材は断熱性や調湿性に優れ、紫外線を吸収する効果、衝撃を緩和する効果が高いなどの

特性を有しており、木の香りで人をリラックスさせたり、木の印象が建物への愛着や誇りを高

めたり、集中力を高めるなど心理面・身体面・学習面等での効果が期待されるなど、県民に対

して木材利用がもたらす効果を幅広く提供することができる。

２ 森林の整備、地域経済・雇用の面での効果

木材の需要を拡大することは、地域の経済社会の維持・発展に寄与する極めて重要な産業

である林業・木材産業の持続性を高め、森林の適正な整備、森林の有する多面的機能の持続的

な発揮や山村をはじめとする地域の経済の活性化と雇用の創出を図ることができる。

第３ 建築物等における県産木材利用の目標

近年、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に基づく構造・防火関係の基準の合理化

により、従来に比べ中高層・大規模な建築物での木材の利用がしやすくなるなど、建築物にお

いて木材を利用する環境が整いつつあることから、計画時点で整備する建築物において積極的

に木材を利用することについて検討するよう努めるものとし、具体には、次に掲げる目標に沿

って県産木材の利用促進を図るものとする。

(1) 公共建築物の新築・増築又は改築を行う場合、高さ16ｍ以下かつ3階以下で、延べ面

積3,000㎡以下の施設は、原則、県産木材を使った木造化を図るとともに、平成２７年６月１

日に施行された建築基準法の一部を改正する法律（平成２６年法律第５４号）により、3階建ての木造

の学校や延べ面積3,000㎡を超える木造建築物等について、一定の防火措置を行うことで主要構造

部の木材を防火被覆せずに見せながら使える準耐火構造等での建築が可能となったことから、当該

基準の見直しに係る公共建築物についても、原則、木造化を図る。



また、全ての施設において、内装等に積極的に県産木材を使った木質化を図る。

(2) 公共土木工事においては、木の持つ特性に留意し、積極的に県産木材を活用する。

(3) その他、調達する物品については、木製品が環境にやさしい自然素材であることから、

県産木材を使った物品を積極的に利用する。

(4) 民間事業者が整備する公共建築物に準ずる施設、住宅、店舗、事務所等の施設におい

ても、県産木材の積極的な利用を促進する。

第４ 県産木材の利用を推進すべき建築物等

県産木材の利用を推進すべき具体的な建築物等は、以下のような建築物等とし、あらゆる

分野での県産木材の利用に努める。

１ 県及び市町村が整備する公共の用又は公用に供する建築物

２ 民間事業者が整備する次の建築物

(1) 学校

(2) 老人ホーム、保育所、福祉ホームその他これらに類する社会福祉施設

(3) 病院又は診療所

(4) 体育館、水泳場その他これらに類する運動施設

(5) 図書館、青年の家その他これらに類する社会教育施設

(6) 車両の停車場、船舶・航空機の発着場で旅客の乗降・待合いの用に供する施設

(7) 住宅、店舗、事務所等の一般建築物

(8) 上記の施設等に付随する外構工事、工作物等

３ 県及び市町村が整備する道路、河川、砂防、治山、公園、土地改良、漁場の公共工事に

おける土木構造物

４ 机や書棚等の備品、消耗品

第５ 県産木材の利用促進に向けた取り組み

１ 県及び市町村の取り組み

県は率先して公共建築物等における木材の利用に努めるとともに、市町村と相互に連携

し、民間団体その他の関係者の協力も得つつ、県産木材の利用の促進に関する施策の効果

的な推進を図る。

(1) 木材の利用の促進のための方針及び計画の策定（県、市町村）

(2) 木材利用を担う公共建築物の設計者や木材加工技術者その他人材の育成（県）

(3) 木材の供給体制の整備（県、市町村）

(4) 木材の利用の具体的な事例や建築コスト、木材の調達方法等に関する情報の収集・分

析・提供など（県、市町村）

(5) 木材の特性やその利用の促進の意義についての県民理解の醸成（県、市町村）

(6) 木材の性能・品質・工法に関する試験研究（県）

(7) 試験研究成果の普及指導と先進事例に関する情報提供（県）

(8) 建築物木材利用促進協定制度の周知など（県、市町村）

２ 関係者の適切な役割分担と関係者相互の連携した取り組み

建築物を整備する民間事業者、建築士、建設業者、林業事業体、木材加工業者、その他

の関係者は、本方針又は市町村方針を踏まえ、県又は市町村が実施する施策に協力すると



ともに、次に掲げる事項に取り組むものとする。

(1) 公共建築物等における木材の利用の意義等についての理解を深めるとともに、積極的

に木材を利用するよう努める（建築物を整備する民間事業者、建築士、建設業者）

(2) 県や市町村、建築物を整備する民間事業者のニーズを的確に把握するとともに、その

ニーズに対応した木材の供給及びその品質、価格等に関する正確な情報の提供、木材の

具体的な利用方法の提案等に努める（林業事業体、木材加工業者その他の関係者）

第６ その他県産木材の利用を推進する上で必要な事項

１ 相談窓口等の設置

公共建築物等における県産木材の利用促進とともに、民間事業者が整備する公共性の高

い施設、住宅、店舗、事務所等の施設においても県産木材の積極的な利用を促進するため、

県、木材業界、建築業界が連携し、県産木材の利用と供給に関する相談窓口を設置する。

また、しまねの木の家づくりの普及並びに木材利用のノウハウ、情報等を積極的に普及

するなど県産木材の利用促進に向けた取り組みを行う。

２ 県産木材の認証制度の普及と利用促進制度の検討

しまねの木の認証制度とＣＯ２固定量の証明制度の普及を図るなど、県民の県産木材の

利用促進に向けた取り組みを行う。

３ 合法伐採木材の流通及び利用の促進

合法伐採木材等の流通及び利用の促進に関する法律（平成２８年法律第４８号）の趣旨を踏ま

え、しまねの木の認証制度等の合法伐採木材の利用に努める。

４ 新たな木質部材の活用

木造化・木質化の拡大及び県産木材の利用拡大を図るため、県内企業が開発・製造した新た

な木質部材の活用に努める。

５ 県産木材の供給及び利用と森林の適正な整備の両立

建築物等における木材の利用の促進に当たっては、森林の有する多面的機能の発揮と木

材の安定的な供給とが調和した森林資源の持続的かつ循環的な利用を促進するため、無秩

序な伐採を防止するとともに的確な再造林を確保するなど木材供給及び利用と森林の適正

な整備の両立に努める。

附 則

この基本方針は、平成２２年１２月２８日より施行する。

附 則

この基本方針は、平成３１年４月１日より施行する。

附 則

この基本方針は、令和５年３月１６日より施行する。


